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第2 に 最近の理論モデルの代表例としてAcemoglu and Guerrieri ［2008］をとりあげ、戦前 の日
本経済における産業構造の変化の説明に適用可能かどうか検討した。産業の分類として、南亮 進・















































1 ）上 野モデル に関するこの指摘 につ いては、 時子山［1975 ］p.422を参照さ れたい。
2 ） 収穫逓減 という のは、厳 密には 生産要 素として の土地 の投入量 が固定さ れている こと による 労働の限界 生
産 力逓減 のことである。
3 ）Jorgenson［1961 ］ を参照さ れたい。 なお ジョル ゲンソン のモデルで は、在 来部門 の実質 賃金が 限界価値 生
産性ではなく、平 均価値生産性 に等しくなって いる（ 例え ば論文p.329の最後 の数式 を参照されたい）。し た
か って厳 密には 新古典 派的 な性 格が完 全である とは 言え ない。し かし 生産関数 がコブ ・ダグ ラス型 に設定





特にルイス・モデルの強い影響下にある研究が多い。主なものとしてはKlein and Shinkai ［1962 ］、Fei
and Ranis ［1963］、南［1972］、稲田・関口・庄田［1972］などがある。




















ような性格 を持っているだろ うか。　ここでは代表 例とし てKongsamut,  Rebelo and Xie ［2001］、Acemoglu































あるが（中村 ［1971]) 、1980 年代以降になると、歴史制度分析を中心に在来部門の効率性を強調
する議論が出現し、在来部門に対する「残存部門」という評価は変化して、近代部門と在来部門が
相対化されるようになったのである6）。
したがって例えばRoe,  Smith and Saracoglu［2009; ch.2］のように 農業と工業をあわせて資本集
約部門に分類し、新古典派の2 部門ラムゼイ・モデルをそのまま経済発展の説明に適用しようとす
4 ）Acemoglu and Guerrieri ［2008 ］p.486およ び同論文 の脚 注8 を参照さ れたい。
5 ）Roe, Smith and Saracoglu   [2009］pp.70－72.
6 ）中村 ［1971 ］ におけ る中村 の議論は、1990 年 代に入って も維持さ れて いると言え る。 中村 （編）［1993 ］ を





3 。 最近 の 理論 の 適用 可 能性 に ついて
3 ― 1 .   Acemoglu and Guerrieri ［2008］のインプリケーション
本節では、最近の部門間不均衡成長のモデルが、戦前期の日本経済の説明に適用できるかど うか
について、簡単にではあるが検討を試みる。
ここではAcemoglu and Guerrieri ［2008] のモデルを取り上げることにする。このモデルの利点 は、
少数のパラメーターの設定を変更するだけで、かなり異なった部門間成長のパターンを導出できる
ことにある。






さてAcemoglu and Guerrieri ［2008］のモデルでは、各産業の技術進歩率（全要素生産性の上昇率）
と産業間の代替の弾力性が、経済の成長パターンに大きな影響をおよぼす。産業間の代替の弾力性
とは次のようなものである。 Acemoglu and Guerrieri ［2008 ］のモデルでは、資本集約財と労働集約
財の2 種類の財を用いて最終財を生産するような経済が設定されている。最終財の生産技術は、次
のCES 生産関数によって与えられる。
Y= レY.子 十(1 －γ)石子 卜
と1
(1)
ただしy は最終財の生産量、Y. は労働集約財の生産量、Y2 は資本集約財の生産量である。 アはO
と1 の間の値をとるパラメーター、 £ま部門1  ( 労働集約部門）と部門2 （資本集約部門） の代
替の弾力性である。
まず部門2 のほうが部門1 よりも技術進歩率が大きいとしてみよう。このとき代替の弾力性εが1
より小さいとすれば、各部門の成長率が一定になる経路（Constant Growth Path、CGP ）において
は、最終生産物の増加率は、技術進歩率の低い（産出量の成長スピードの遅い）部門1 に一致する。





























㈲　£  ＜1 のとき　生産の成長率　　　資本集約部門＜労働集約部門
付加価値の成長率　資本集約部門〉労働集約部門
資本の増加率　　　資本集約部門〉労働集約部門
7 ）Aceraoglu and Guerrieri ［2008］ では、 部門1 、2 の生産技術 がコブ・ダ グラス型と仮定 されているので、 ハ
ロ ット 中立性 の意味で 労働集約 部門 の技術進 歩率がよ り大きい という のは、労 働集約 部門の技術 進歩率 を










部門間成長がAcemoglu and Guerrieri ［2008］のモデルによる予測に矛盾しないことを示す。




表2 ］による推計がある。それによれば1906 年～1940 年における要素分配率の平均値は、製造業・
鉱業・建設業・公益（運輸・通信・電気・水道・ガス）業の合計で労働が0.53、資本が0.47であり、
それ以外の非1 次産業（主として商業・サーヴィス業）では労働が0.62、資本が0.38である。
農業 に関しては、速水［1973 ； p.37表2 －7 ］による1883 年～1937 年における要素分配率の推
計の試みがある。それによれば、時期により多少の変動はあるものの、労働がおよそ50 ％、資本が















表1　 非1 次産業の残 余成長 率 （単位 ％）
期間 ? 鉱工 ? 公益 ? 建設 ? サーヴィス
1908～17 ?.38 ?.09 ? －1.47 ?.26
1918～1931 ?.21 ?.67 ?.30 ? －O、84
1932～1938 ?.65 ?.95 ?.25 ?.46
全期間平均 ?.04 ?.74 ?.43 ?.58
資 料：大川 ・ 口 ノヽフ スキー ［1973 : p.9O］ 表4 －2






資料： 大川 ・ロソフ スキー ［1973 ； p.134］表4 －16
以上のほかに 商業・サーヴィス業におけるソローの残余については、大川・高松［1975 ;p.298
表12 － 6］による推計がある。それによれば1902 年～1938 年の期間について、ソロー残差は年平
均マイナス0.68％である。また農業のソロー残差については、速水［1973 ； p.39表2 －8 ］による
推計がある。それによれば、1900 年～1920 年が年平均1.5％、1920 年～1935 年が年平均0.4％、1935















例えば製造業については、大川・ロソフスキー［1973  ; p.94表4 －3 ］では1908年～1917 年が
年平均0.53% 、1918 年～1931 年が年平均0.63％、1932 年～1938 年が年平均2.1％であり、1908 年 ～1938
年の期間で年平均0.93％である9）。これに対して南[1976 ； p.ll8第5  －1 表］では、1911 年～1920
年が年平均1.55％、1921 年～1930 年が年平均5.45％、1931 年～1940 年が年平均3.43％とな って
おり、 大川・ロソフスキーの推計より全体的に値がかなり大きく、また1920 年代と1930 年代 の大
小関係が逆転している。
同様のことはネピア［1981 : p.221表1 ］においても言える。ネピアによれば、1909 年～1919 年





最後にAcemoglu and Guerrieri ［2008 ； p.487］に従って、両部門の最終財生産に関する代替の弾
力性を計測する。最終財の生産関数（1）から企業の利潤最大化により、次を導くことができる。
戸i＝r（Yi／Y ‾'ダ≒ 乃＝（ －r ）嘔 ／Y ）‾'人
ただし弓 と几 は、最終財で測った部門1 （労働集約部門）と部門2 （資本集約部門）の価格で
ある。上の関係から、次を導くことができる。






























年 ?付加価値シェア ?実質生産シェア ?雇用シェア ?資本シェア
1905 ?.28 ?.20 ?.17 ?.34
1906 ?.29 ?.20 ?.17 ?.36
1907 ?.31 ?.21 ?.18 ?.37
1908 ?.29 ?.21 ?.18 ?.39
1909 ?.29 ?.21 ?.18 ?.40
1910 ?.31 ?.22 ?.18 ?.41
1911 ?.29 ?.23 ?.18 ?.43
1912 ?.29 ?.24 ?.19 ?.45
1913 ?.30 ?.26 ?.19 ?.46
1914 ?.34 ?.26 ?.19 ?.47
1915 ?.36 ?.28 ?.20 ?.47
1916 ?.40 ?.25 ?.20 ?.48
1917 ?.40 ?.24 ?.21 ?.51
1918 ?.39 ?.25 ?.23 ?.53
1919 ?.36 ?.26 ?.24 ?.55
1920 ?.38 ?.27 ?.25 ?.57
1921 ?.35 ?.29 ?.24 ?.59
1922 ?.37 ?.30 ?.24 ?.59
1923 ?.36 ?.29 ?.26 ?.60
1924 ?.35 ?.29 ?.25 ?.60
1925 ?.36 ?.32 ?.26 ?.60
1926 ?.36 ?.35 ?.26 ?.61
1927 ?.36 ?.35 ?.27 ?.61
1928 ?.38 ?.35 ?.27 ?.62
1929 ?.40 ?.37 ?.27 ?.62
1930 ?.41 ?.40 ?.27 ?.62
1931 ?.41 ?.42 ?.26 ?.62
1932 ?.41 ?.41 ?.25 ?.62
1933 ?.41 ?.37 ?.25 ?.63
1934 ?.43 ?.42 ?.26 ?.63
1935 ?.44 ?.45 ?.27 ?.64
1936 ?.45 ?.45 ?.27 ?.65
1937 ?.48 ?.43 ?.28 ?.66
1938 ?.51 ?.48 ?.29 ?.67
1939 ?.51 ?.47 ?.30 ?.68
1940 ?.53 ?.50 ?.31 ?.69





4 。 結 論

























11) 戦前の製造業 にお ける教育 ・訓練 の普及に関しては 、尾高 ［1984］ がある。
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